




The China-DPRK Relations and Yanbian Korean Autonomous Prefecture
JIN, Xianghai
After the Chonan incident of 2010, leaving an enormous impact on the Korean Peninsula 
and in the Northeast Asia region, the two opposing triangles are confronting each other. 
The United States, a status quo power wants to preserve and strengthen the two bilateral 
alliances, while aspiring to maintain a regional power balance in favor of the United States 
for the years to come. As a rising power, China wants to preserve and strengthen its 
traditional ties with DPRK. Pyongyang may have contemplated to strengthen its ties with 
Beijing, resulting in rendering China to be on its side and the US-Korea on the other side. 
Against this backdrop, this paper intends to analyze the present and prospect of China-
DPRK economic relations, mainly in light that Yanbian Korean Autonomous Prefecture is 
uniquely positioned to play active role in the two countries development of border. 
Thereafter, this paper will analyze the long-term prospects of the sustainable development 
in this region.
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を区別し、より柔軟な姿勢を見せていた。例えば、温家宝総理は 2009 に 8 月に朝鮮を訪問し、
大規模な援助パッケージを引き金として朝鮮の六者会談復帰への約束を導いていた。中国は朝
鮮の核問題は六者会談を通じて解決するべきであり、常に関連状況をチェックし、一貫的に朝





第五に、中朝両国は、国交 60 周年になる 2009 年の関目に「友好年」を迎え、両国の政治·経
済関係をさらに強化することをアピールした。本来、中国は「中朝二国関係」と「国際責任大国」

















年 5 月の金正日委員長の訪中により大きな転機を迎えた。両国は 1996 年に締結した経済技術
協力協定の履行を再確認し、中国の対朝鮮援助を従来の「緊急輸血型」方針から「経済の自立




















伸び率を記録しながらずっと急上昇の勢いを見せてきた。2003 ～ 09 年の額を見ると、それぞ
れ 10.0 億ドル、14.0 億ドル、15.8 億ドル、16.9 億ドル、19.7 億ドル、27.8 億ドル、26.6 億ド
ルを記録した。特に 2010 年には 34.7 億ドルで、前年に対比し 29.3％増加し、その中で朝鮮の









と、後者は前者の全体輸入の 0.05％、輸出の 0.10％を占め、前者は後者の全体貿易の 52.6％を
占めている（同前）。これは中国にとって対朝鮮貿易の意義が小さいが、朝鮮にとって死活的
な問題であるような非対称的な相互依存関係を示している。













いて大きな変化を見せていた。2004 年 2 月、中国は「北京朝華友連文化交流公司」を設立して
対朝鮮進出の窓口を設けた。さらに、中朝両国は 2005 年 2 月に「投資促進と保護に関する協定」
を締結し、投資資産が保障できる制度的な枠組みを作った。そうした背景もあって、中国の対
朝鮮投資額は 2003 年に 100 万ドル台に止まっていたが、2004 ～ 09 年の間にそれぞれ 2,174 万
ドル、3,104 万ドル、4,555 万ドル、6,713 万ドル、11,863 万ドル、26,152 万ドルに毎年増加し、







グループ、中鋼グループの三つの企業は 2005 年 10 月に朝鮮と茂山鉱山開発に少なくとも 70
億元を投資し、50 年間の開発権を獲得する契約を結んだ（『大公報』2005 年 11 月 2 日）。












援助は 2000 年から全体の輸入金額の中で 1～ 5％程度しか占めず、2004 年の韓国の朝鮮援助
額 2.5 億ドルの 5.7％の水準に当たっているという。2000 ～ 05 年の中国の対朝鮮の無償援助額




総書記が 2001 年 9 月に朝鮮訪問した際、食糧 20 万トン、ディーゼル油 3万トンを朝鮮に援助




収支は毎年ごとにかなり増減が激しいが、1990 年代後半から 2000 年代の初めまでは 3億ドル
弱から 4億ドル強の貿易赤字が継続していた。それが、2002 年からは朝鮮の輸出急増もあって
赤字は 2億ドル前後に縮小されたが、2005 年には再び 5.8 億ドルまで膨らんだ。2006 ～ 09 年






















































































































延辺州は 1954 年 8 月に中央政府に対して州住民の海産物の需要を満足させるため、朝鮮の







げた。また、朝鮮の要求によって両国は 1988 年 6 月に辺境貿易を拡大することで合意し、両
国の辺境通商口を中国は 3ヵ所から 13 ヵ所に、朝鮮側は 3ヵ所から 6ヵ所までに増加させた。






中朝辺境貿易額は 2006 年に 4.55 億ドルを記録しているが３）、これは中国の全体貿易の 1％
しか占めておらず、中国にとって経済より辺境地域の安定という政治的意味のほうが大きい。












鮮辺境貿易総額は 3.2 億ドルで、同年の中国の対朝鮮辺境貿易 6.9 億ドルの 50％占めていた。



































また、吉林省政府は 2005 年 4 月 15 日に琿春市を「対ロシア港湾、道路、税関一体化地域」、
「対朝鮮港湾、道路、税関一体化地域」にする計画を発表し、2006 年 4 月に朝鮮と琿春市圏河





の 50 年間独占使用権利を獲得する代わりに、この地域に 5km2 の工業団地と保税地域を建設す
ること、元汀里から羅津港の間の 67kmの高速道路を建設し、年間 100 万トン規模の仲介貿易
を行うことなどで合意した（『新華社通信』2005 年 9 月 22 日）。これを補完する形で、中国は
2006 年に「図們―清津鉄道」、「茂山―南平国境橋」、総距離 1380kmの東辺道鉄道などを建設
する計画を発表した（『朝鮮日報』2006 年 3 月 10 日）。
3．長吉図を開発開放先導区に
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